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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第３四半期連結
累計期間

第19期
第３四半期連結
会計期間

第18期

会計期間
　　自平成20年10月１日
　　至平成21年６月30日

　　自平成21年４月１日
　　至平成21年６月30日

　　自平成19年10月１日
　　至平成20年９月30日

売上高（千円） 17,142,641 5,455,064 21,182,869

経常利益（千円） 2,768,455 787,617 3,562,719

四半期（当期）純利益（千円） 1,038,251 477,217 1,708,497

純資産額（千円） － 11,395,301 10,949,144

総資産額（千円） － 15,103,351 16,181,236

１株当たり純資産額（円） － 114,548.27 110,067.48

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
11,613.55 5,338.00 19,110.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
11,605.83 5,335.44 19,074.29

自己資本比率（％） － 67.8 60.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,035,117 － 1,995,178

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△133,418 － △1,061,050

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△689,244 － △542,978

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 5,824,575 5,638,984

従業員数（人） － 2,130 1,905

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　　　　おりません。　

      ２  売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。
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２【事業の内容】

  　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　　当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金又は

出資金

主要な事業の

内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合（％）

関係内容

（連結子会社）  千香港ドル    

Ever Progressing

System (Hong Kong)

Limited

中国

（香港特別行政区） 
700ＣＲＯ事業

100.0

    (100.0) 　

役員の兼任

（１名）

（注）

  （注）議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。　　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,130[137]

　　　（注）従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,123[25]

　　　（注）従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（千円） 

ＣＲＯ事業  

モニタリング業務 1,843,380

データマネジメント業務 1,763,780

ＣＲＯその他業務 538,543

ＣＲＯ事業計 4,145,704

ＳＭＯ事業 785,336

非臨床事業 249,392

ソフトウェア開発事業 380,782

合計 5,561,216

　（注）１　金額は販売価格で記載しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注実績

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

受注高（千円） 受注残高（千円）

ＣＲＯ事業   

モニタリング業務 592,568 10,786,423

データマネジメント業務 2,675,86913,920,822

ＣＲＯその他業務 636,258 785,698

ＣＲＯ事業計 3,904,69625,492,944

ＳＭＯ事業 1,189,249 4,145,628

非臨床事業 179,159 32,380

ソフトウェア開発事業 500,698 309,777

合計 5,773,80429,980,729

　（注）１　金額は販売価格で記載しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（千円） 

ＣＲＯ事業  

モニタリング業務 1,880,832

データマネジメント業務 1,646,151

ＣＲＯその他業務 514,984

ＣＲＯ事業計 4,041,968

ＳＭＯ事業 777,601

非臨床事業 249,392

ソフトウェア開発事業 386,101

合計 5,455,064

（注） １　当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、

次のとおりであります。　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

大塚製薬株式会社 604,091 11.1

　　２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。　　

 

EDINET提出書類

イーピーエス株式会社(E05196)

四半期報告書

 5/27



２【事業等のリスク】

　　　当第３四半期（連結）会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業のリスクについて重要な変更はありません。　　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当社の連結子会社であるイーピーメディカル株式会社は、株式会社ファーマネットワークと平成21年10月１日付で

合併し、同日付で株式会社ファーマネットワークに商号変更する合併契約を平成21年７月29日付にて締結致しまし

た。

　詳細は、「第５　経理の状況　１[四半期連結財務諸表]　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。　

  

４【財政状態及び経営成績の分析】

(１)業績の状況 　

　当第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日）におけるわが国経済は、「百年に一度」と

いわれる世界的不況の影響を受け、企業業績の急激な悪化を背景とした雇用不安等、景気は悪化しております。こうし

た中で当社が属するＣＲＯ（医薬品開発業務受託機関）の業界及び連結子会社である株式会社イーピーミントが展

開しているＳＭＯ（治験施設支援機関）の業界は、景気悪化の影響も軽微に留まり再編を進めながら成長を続けてお

ります。エルエスジー株式会社グループが展開している非臨床事業の業界も堅調に推移しております。しかしながら、

オーライソフトウェア株式会社グループが展開しているソフトウェア開発事業の業界は、景気悪化の影響も大きく需

要は軟調傾向になっております。

　ＣＲＯ事業につきましては、当社を中心に展開しております。

　当社においては、モニタリング業務につきましては、開発段階の試験及び製造販売後臨床試験とも臨床企画開発部門

において、既存プロジェクトの遂行、新規プロジェクトの獲得と抗がん剤、糖尿病、高血圧、中枢神経治療薬試験を中心

に順調に推移しており、売上も順調に伸びております。

　データマネジメント業務、統計解析業務、メディカルライティング業務、安全性情報業務につきましては、臨床情報処

理部門において既存プロジェクトの遂行、新規プロジェクトの獲得に邁進しており、当第３四半期連結会計期間にお

いても売上は順調に推移しております。

登録・進捗管理業務につきましても、新規プロジェクトの獲得に邁進しており、当第３四半期連結会計期間は順調に

推移しております。

　また、主に製造販売後調査等を受託しておりますデータセンター業務につきましては、前連結会計年度に受託しまし

た特定使用成績調査が大きく寄与し、当第３四半期連結会計期間も売上は堅調となっております。臨床研究推進セン

ターの医療機器開発業務につきましては、新規プロジェクトの獲得に邁進し、当第３四半期連結会計期間は黒字と

なっております。

　当社個別ベースで見ますと、概ね各部門とも売上、利益ともに順調に推移しております。

　

　連結子会社に関して、国内では、ＥＤＣを活用した臨床試験を受託することを目的とするイートライアル株式会社

は、検収等の遅れにより苦戦しておりますが、引続き新規案件の受託獲得に傾注しております。

製薬会社向け人材派遣業務（派遣型ＣＲＯ業務）を行っております株式会社イーピーメイトは、引き続き売上、利益

ともに順調に推移しております。

　また、ＭＲ派遣等サービス（ＣＳＯ業務）を行っておりますイーピーメディカル株式会社は、前連結会計年度に受注

した大型案件の業務遂行及び新規受注等の獲得に傾注しており、業績は、堅調に推移しております。

一方、海外でのＣＲＯ事業については、ＥＰＳインターナショナル株式会社を中心にそのグループ会社と共に、多国

間（特にアジア）に亘る臨床試験に係るＣＲＯ業務の需要増加に対応する体制整備を引続き進めております。

　当該グループの個別において、ＥＰＳインターナショナル株式会社は、新規受注案件の獲得に傾注及び受託案件業務

の推進を行っており、業績では苦戦しておりますが、新規の多国間臨床試験の受託を推進する為に平成21年５月に

100％子会社であるＥＰＳ香港（中国、香港）を設立しております。上海日新医薬発展有限公司は、前連結会計年度から

引続き大型プロジェクト案件の終息作業を進めつつ、新規案件の受注に傾注しておりますが、苦戦しております。ＥＰ

Ｓシンガポールは独自に新規顧客の開拓及び受注活動に傾注しております。

韓国で臨床試験受託サービスを展開しているADM Korea Inc.は、韓国において共同受託できる体制整備を進め、売上

を伸ばしておりますが、施設費用及び人件費等先行的費用も増加しております。また、ＥＰＳインターナショナル株式

会社台湾支店においては、引続き受託案件業務を推進しております。

　また中国におけるグループ会社のＣＲＯ事業、ＩＴ事業、創薬事業の拡大と中国事業の統括を目的する益新（中国）

有限公司（中国蘇州市　持分比率100％　平成20年12月設立）は、来期から稼働できるように準備を進めております。

　その結果、ＣＲＯ事業として連結売上高は 4,047 百万円となり、連結営業利益は 736 百万円となりました。
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　ＳＭＯ事業につきましては、株式会社イーピーミントにおいて展開しております。

　株式会社イーピーミントは、ＣＲＣ業務と併せて地域医療機関との提携による臨床試験事務局などのサイトサポー

ト業務を中心に、支店別管理体制の強化をすすめており、引続き業績は堅調に推移しております。

　その結果、ＳＭＯ事業として連結売上高は 777 百万円となり、連結営業利益は 101 百万円となりました。

　非臨床事業につきましては、エルエスジー株式会社グループにおいて展開しております。

　エルエスジーグループは、引続き新規受託の獲得と受託案件遂行に傾注しておりますが苦戦しております。

　その結果、非臨床事業として連結売上高は 250 百万円となり、連結営業損失 ５ 百万円となりました。

　ソフトウェア開発事業につきましては、オーライソフトウェア株式会社グループにおいて展開しております。

　オーライソフトウェア株式会社は、事業譲受（平成20年10月）に より獲得したソフトウェア開発事業及びテレビ会

議システムを中心とするビジュアルコミュニケーション事業と既存のソフトウェア開発事業との融合と社内体制整

備、またそのシナジーを訴求しつつ新規受注獲得に邁進しておりますが、グループ会社の往来軟件（北京）有限公司

及び青島恒遠天地軟件技術有限公司（平成21年５月に所有権譲受により 43.4％の連結子会社としております。）と

ともに不況の影響を受け苦戦しております。

　その結果、ソフトウェア開発事業として連結売上高 402 百万円となり、連結営業損失 59 百万円となりました。

　上記のセグメント毎の連結売上高及び連結営業利益は、セグメント間の内部取引を含めて記載しておりますのでそ

れを控除した結果、連結売上高は 5,455 百万円、連結営業利益は 775 百万円、連結経常利益は 787 百万円、四半期純

利益は 477 百万円となりました。

 

（２) キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」と言う。）は、営業活動によるキャッシュ

・フロー収入が 123 百万円、投資活動によるキャッシュ・フロー収入が 29 百万円、財務活動によるキャッシュ・フ

ロー支出が 282 百万円となり、当第３四半期連結会計期間末は、5,824 百万円となりました。

 

　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が 825 百万円となり、主に減価償却費及びのれ

んの償却で 66 百万円、売上債権の減少により 461 百万円の収入があった一方で、賞与引当金の減少が 405 百万円、

法人税等の支払による支出を 845 百万円行ったことなどにより、123 百万円の収入となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローにおいては、主に投資有価証券の売却による収入が 49 百万円、連結の範囲の

変更を伴う子会社出資金の取得による収入が 72 百万円それぞれあった一方で、有形及び無形固定資産の取得による

支出を 68 百万円行ったことなどの結果、29 百万円の収入となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、主に長期借入金の返済に 50 百万円支出し、株主に対する配当金

の支払を 241 百万円行ったことなどにより、282 百万円の支出となりました。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①（株式の総数）

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 324,000

計 324,000

 

②（発行済株式）

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 90,400 90,400
東京証券取引所

市場第一部
－

計 90,400 90,400 － －

（注）「提出日現在発行数」には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　当社は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個）                                928

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                                 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 928（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 388,279（注３）

新株予約権の行使期間
自　平成19年１月５日

至　平成23年12月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　 388,279

資本組入額　　　　　 194,139

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社の取締役または従業員であること。

②　新株予約権の質入れその他の一切の処分及び相続は認

めないものとする。

③　その他の権利行使の条件については当社と割当対象者

との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めると

ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　平成16年12月22日開催の第14回定時株主総会で承認された新株予約権について、当社取締役４名及び当社従業

員31名に対して付与することを、平成17年３月22日開催の取締役会において決議しております。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の

数（以下「付与株式数」という）を調整するものとする。かかる調整は新株予約権のうち当該時点で権利行使

されていない新株予約権の付与株式数についてのみ行うものとし、調整の結果生じる１株未満の端数について

は切り捨てるものとする。

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整するものとする。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権

行使に伴うものを除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

るものとする。

 調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株あたり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年４月１日～ 

 　平成21年６月30日
－ 90,400 － 1,875,251 － 1,825,298

 

（５）【大株主の状況】

　　　　　 当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から、平成21年６月19日付で株券等の大量保有報告書

の変更報告書の提出があり、平成21年６月15日現在で 3,655 株を所有している旨の報告を受けました。当社と

しては株主名簿の記載内容が確認できないため、当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認

ができません。

　　       なお、当該大量保有報告書の変更報告書写しの内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称  住所
所有株式数

(株) 

 発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

 フィデリティ投信株式会社  東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 　　　　3,655 　　　　4.04 

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」について、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

　

　①【発行済株式】 

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 89,400 89,400 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 90,400 － －

総株主の議決権 － 89,400 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

　②【自己株式等】 

   平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

イーピーエス株式会社
東京都文京区後楽

２丁目３-19
1,000     － 1,000 1.10

計 － 1,000     － 1,000 1.10
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２【株価の推移】

　（当該四半期累計期間における月別最高・最低株価）

月別
平成20年
10月

11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 417,000420,000465,000407,000448,000400,000394,000394,000390,000

最低（円） 263,100362,000353,000346,000383,000310,000315,000340,000356,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

 　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）から「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トーマツか

ら名称変更しています。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,824,575 5,638,984

受取手形及び売掛金 4,091,231 4,601,623

有価証券 100,099 500,492

商品及び製品 268,301 234,108

仕掛品 388,712 327,948

その他 791,059 1,008,032

貸倒引当金 △2,312 △3,288

流動資産合計 11,461,668 12,307,901

固定資産

有形固定資産 ※1
 462,208

※1
 419,193

無形固定資産

のれん 170,881 179,666

その他 187,419 201,784

無形固定資産合計 358,300 381,451

投資その他の資産

投資有価証券 725,421 832,702

敷金及び保証金 942,363 831,360

その他 ※2
 1,153,389

※2
 1,408,628

投資その他の資産合計 2,821,175 3,072,691

固定資産合計 3,641,683 3,873,335

資産合計 15,103,351 16,181,236

負債の部

流動負債

買掛金 201,892 233,212

短期借入金 150,000 150,000

1年内返済予定の長期借入金 200,000 205,700

未払法人税等 99,503 1,070,965

賞与引当金 422,113 1,088,414

受注損失引当金 80,600 57,000

その他 1,963,865 1,722,684

流動負債合計 3,117,975 4,527,976

固定負債

長期借入金 50,000 200,000

退職給付引当金 294,730 282,215

役員退職慰労引当金 230,009 209,060

その他 15,335 12,840

固定負債合計 590,075 704,115

負債合計 3,708,050 5,232,092
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,875,251 1,875,251

資本剰余金 1,825,431 1,825,431

利益剰余金 6,982,964 6,463,232

自己株式 △321,437 △321,437

株主資本合計 10,362,210 9,842,478

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △99,936 △36,111

繰延ヘッジ損益 116 3

為替換算調整勘定 △21,775 33,661

評価・換算差額等合計 △121,595 △2,445

少数株主持分 1,154,686 1,109,111

純資産合計 11,395,301 10,949,144

負債純資産合計 15,103,351 16,181,236
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 17,142,641

売上原価 11,792,320

売上総利益 5,350,321

販売費及び一般管理費 ※
 2,608,900

営業利益 2,741,420

営業外収益

受取利息 20,729

その他 23,391

営業外収益合計 44,121

営業外費用

支払利息 7,466

為替差損 7,026

その他 2,592

営業外費用合計 17,086

経常利益 2,768,455

特別利益

固定資産売却益 704

投資有価証券売却益 52,842

その他 4,523

特別利益合計 58,069

特別損失

固定資産除売却損 18,166

投資有価証券評価損 108,513

減損損失 125,666

その他 14,946

特別損失合計 267,293

税金等調整前四半期純利益 2,559,232

法人税、住民税及び事業税 836,208

法人税等調整額 628,301

法人税等合計 1,464,509

少数株主利益 56,470

四半期純利益 1,038,251
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 5,455,064

売上原価 3,825,959

売上総利益 1,629,105

販売費及び一般管理費 ※
 854,049

営業利益 775,055

営業外収益

受取利息 4,887

持分法による投資利益 4,279

その他 7,934

営業外収益合計 17,101

営業外費用

支払利息 1,947

障害者雇用納付金 2,550

その他 42

営業外費用合計 4,540

経常利益 787,617

特別利益

投資有価証券売却益 44,521

その他 4,523

特別利益合計 49,044

特別損失

固定資産除売却損 10,087

その他 965

特別損失合計 11,052

税金等調整前四半期純利益 825,609

法人税、住民税及び事業税 138,103

法人税等調整額 201,173

法人税等合計 339,277

少数株主利益 9,113

四半期純利益 477,217
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,559,232

減価償却費 132,330

減損損失 125,666

のれん償却額 70,974

賞与引当金の増減額（△は減少） △663,460

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,515

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20,948

受取利息及び受取配当金 △23,429

支払利息 7,466

投資有価証券売却損益（△は益） △52,842

投資有価証券評価損益（△は益） 108,513

固定資産除売却損益（△は益） 17,462

売上債権の増減額（△は増加） 506,272

たな卸資産の増減額（△は増加） △107,891

仕入債務の増減額（△は減少） △18,760

その他の流動負債の増減額（△は減少） 209,935

その他 △171

小計 2,904,761

利息及び配当金の受取額 28,631

利息の支払額 △7,466

法人税等の支払額 △1,890,809

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,035,117

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △142,694

無形固定資産の取得による支出 △28,058

投資有価証券の取得による支出 △113,519

投資有価証券の売却及び償還による収入 460,892

敷金及び保証金の差入による支出 △115,672

営業譲受による支出 △213,753

連結の範囲の変更を伴う子会社出資金の取得に
よる収入

72,975

その他 △53,587

投資活動によるキャッシュ・フロー △133,418

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △155,700

少数株主からの払込みによる収入 9,942

配当金の支払額 △510,659

少数株主への配当金の支払額 △31,661

その他 △1,165

財務活動によるキャッシュ・フロー △689,244

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26,864

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 185,591

現金及び現金同等物の期首残高 5,638,984

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,824,575
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項　

の変更

(1)連結の範囲の変更 

　第１四半期連結会計期間より、益新　　（中国）有限公司を新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。

　当第３四半期連結会計期間より、青島恒遠天地軟件技術有限公司の持分を追加取得し

たことにより持分法適用関連会社から連結子会社となり、連結の範囲に含めておりま

す。

　また、Ever Progressing System (Hong Kong) Limitedを新たに設立したため、連結の

範囲に含めております。　

 (2)変更後の連結子会社の数 

　17社

 ２．持分法の適用に関する事

項の変更

　持分法を適用した関連会社はGK 

REALTY CORPORATION他２社であります。

なお、当第３四半期会計期間より青島恒遠天地軟件技術有限公司は連結子会社と

なったため、持分法の適用の範囲より除外しております。

 ３．会計処理基準に関する事

項の変更

  

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更  

たな卸資産

　たな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してお

ります。これに伴う損益への影響はありません。

 

  (2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用 

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しておりま

す。これに伴う損益への影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年６月30日） 

　　　　記載すべき重要な事項はありません。　　　 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年６月30日）

　　　　該当事項はありません。 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 524,332千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 462,095千円

※２　投資その他の資産の「その他」に含まれている長期

預金500,000千円（当初預入期間20年、最終満期日

2023年12月29日）は、継続選択権を銀行のみが留保

しており当社から解約を行う場合、中途解約精算金

を支払う必要があります。この中途解約精算金の支

払により預金元本を毀損する可能性があります。　

※２　　　　　　　　　同左 　　

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与・賞与 839,735千円

賞与引当金繰入額 55,123千円

役員退職慰労引当金繰入額 22,763千円

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与・賞与 351,211千円

賞与引当金繰入額 55,123千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,724千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の四半期末残高は、四半期連結貸借対照表上の「現金及び預金」残高と一致しております 。
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数 

　　普通株式　　　90,400株

 

２．自己株式の種類及び株式数 

　　普通株式　　　 1,000株 

　  

３．配当に関する事項

　（１）配当金支払額 

決議 株式の種類

 

 配当金の総額 

（千円）

１株当たり

配当額

 （円） 

　 基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月19日

定時株主総会
普通株式 268,200     3,000

 平成20年

 ９月30日

平成20年

12月22日
利益剰余金

平成21年５月１日　

取締役会　
普通株式　 250,320　　   2,800

平成21年　

３月31日　

平成21年　

６月９日　
利益剰余金　

　 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 当第３四半期連結会計期間(自平成21年４月１日　至平成21年６月30日)

 
ＣＲＯ事業
(千円)

ＳＭＯ事業
(千円)

非臨床事業
(千円)

ソフトウェア
開発事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
（千円）

連結
(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高
4,041,968777,601249,392386,1015,455,064    － 5,455,064

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,949     － 1,035 16,37723,361(23,361)     －

計 4,047,917777,601250,427402,4785,478,426(23,361) 5,455,064

営業利益 736,218101,034(5,558) (59,365) 772,3272,728775,055

 

 当第３四半期連結累計期間(自平成20年10月１日　至平成21年６月30日)

 
ＣＲＯ事業
(千円)

ＳＭＯ事業
(千円)

非臨床事業
(千円)

ソフトウェア
開発事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
（千円）

連結
(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する売

上高
12,585,6002,410,734780,1991,366,10717,142,641    － 17,142,641

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
16,239    － 3,105 50,20769,552(69,552)     －

計 12,601,8392,410,734783,3041,416,31417,212,194(69,552)17,142,641

営業利益 2,445,541308,94531,636(53,429) 2,732,6938,7262,741,420

（注）１　事業区分は、役務の種類によって製薬会社向けの医薬品開発業務受託（ＣＲＯ）事業と医療機関向け

の治験実施施設支援（ＳＭＯ）事業、非臨床事業、ソフトウェア開発事業に区分しております。

      ２　各区分の主な役務の名称

(1) ＣＲＯ事業……モニタリング業務、データマネジメント業務、その他の業務

(2) ＳＭＯ事業……ＣＲＣ業務、臨床試験事務局等のサイトサポート業務

(3) 非臨床事業……非臨床段階における各種安全性試験の仲介業務及び研究用資材、動物の提供業務

(4) ソフトウェア開発事業……ソフトウェア受託開発業務
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【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年10月１日　至平成21年６月30日）

 

　全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

 

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年10月１日　至平成21年６月30日）

 

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 114,548円27銭 １株当たり純資産額 110,067円48銭

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11,613円55銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
11,605円83銭

１株当たり四半期純利益金額 5,338円00銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
5,335円44銭

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 1,038,251 477,217

普通株主に帰属しない金額（千円）     －     －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,038,251 477,217

期中平均株式数（株） 89,400 89,400

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） 690 228

（うち、連結子会社の潜在株式による調整額） (690) (228)

普通株式増加数（株）     －     －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―　　　　 ― 　　　　　　
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　

　当社の連結子会社であるイーピーメディカル株式会社は、株式会社ファーマネットワークと平成21年10月１日付で

合併し、同日付で株式会社ファーマネットワークに商号変更する合併契約を平成21年７月29日付にて締結致しまし

た。その概要は以下のとおりであります。

　

　　１．合併の目的

当社はＣＲＯを中心に事業展開しておりますが、顧客である製薬会社、医療機器関連企業においては、開発業務に

限らず、販売分野においてもＣＳＯの人材を活用して固定費を変動費化させる取り組みが加速してきております。こ

うした潮流の端緒をつかみ、当社子会社であるイーピーメディカル株式会社は顧客のニーズをきめ細かく汲み上げ

ることにより、順調に業容を拡大して参りましたが、今後益々拡大するＣＳＯ市場に対応するため、この度、株式会社

ファーマネットワークと合併し、更なる業容の拡大を図ることとなりました。

合併後の新会社は、業容の拡大、経営の効率化にとどまらず、事業内容の相互補完等によるサービス品質の向上や、

新規ビジネスの創出など一層の事業成長を図る予定です。

　

　　２．合併の方法及び合併後の会社の概要

　（１）イーピーメディカル株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ファーマネットワークは解散い　　　

たします。なお、吸収合併存続会社は、本件合併の効力発生日において株式会社ファーマネットワークへ商号

変更する予定です。

　

　（２）合併に係る割当ての内容

① 株式の割当比率

株式会社ファーマネットワークの普通株式１株に対してイーピーメディカル株式会社の普通株式１

株を割当交付致します。なお、イーピーメディカル株式会社は平成21年７月24日開催の取締役会におい

て、平成21年８月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の普通株式を１株

につき3.668株の割合をもって分割する旨決議しており、当該株式の割当比率は分割後の株式数であり

ます。

　

② 株式の割当比率の算定方法及び算定根拠

株式の割当比率の算定にあたっては、それぞれ合併当事者の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等

の要因を総合的に勘案し、売上高・利益水準及び修正純資産を参考として合併当事者間で株式の割当比

率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記割当比率が妥当であるとの判断に至り合意致しまし

た。

　

③ 合併により発行する新株式数

普通株式18,575株を発行する予定であります。ただし、効力発生日の前日の株式会社ファーマネット

ワークの最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、その所有する株式会社ファーマネット

ワークの普通株式１株につき、イーピーメディカル株式会社の普通株式１株の割合をもって割当交付致

します。

　　

　　（３）　合併後の新会社の概要（予定）

 (１)商号  株式会社ファーマネットワーク

 (２)事業内容

 ① ＣＳＯ事業

 ② 教育研修事業

 ③ 有料職業紹介業

 ④ その他上記関連業務

 (３)本店所在地  東京都中央区

 (４)代表者の役職名
 代表取締役会長　市来　研志

 代表取締役社長　榎戸　誠

 (５)資本金  420,875千円

 (６)決算期  ９月30日

　

　

　　３．合併当事会社の概要

 (１)商号
イーピーメディカル株式会社

（合併会社）

株式会社ファーマネットワーク

（被合併会社）
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 (２)事業内容

 ① ＣＳＯ事業

 ② 教育研修事業

 ③ 有料職業紹介業

 ④ その他上記関連業務

 ① ＣＳＯ事業

 ② 教育研修事業

 ③ 有料職業紹介業

 ④ その他上記関連業務

 (３)設立年月日 平成９年11月4日 平成12年８月18日

 (４)本店所在地 東京都中央区 東京都中央区

 (５)代表者の役職名  代表取締役社長　榎戸　誠  代表取締役社長　市来　研志

 (６)資本金 132,250千円 288,625千円

 (７)発行済株式総数     3,059株　　（注） 18,575株

 (８)純資産
90,127千円

（平成20年９月末）

412,502千円

（平成20年12月末）

 (９)総資産
295,579千円

（平成20年９月末）

553,927千円

（平成20年12月末）

 (10)売上高
1,049,757千円

（平成20年９月期）

2,090,705千円

（平成20年12月期）

 (11)当期純利益
73,860千円

（平成20年９月期）

36,753千円

（平成20年12月期）

 (12)決算期 ９月30日 12月31日

 (13)従業員数 109名（平成21年３月末） 170名（平成21年３月末）

 (14)
大株主及び

持株比率
 イーピーエス株式会社　　 　99.64％

 東京ＮＶＣＣ投資事業有限責任組合

　　　　　　　　　　　　　　 10.77％

 阿部　實　　　　　　　　　　 7.54％

 東邦薬品株式会社　　　　     7.00％

 エヌ・ブイ・シー・シー三号投資事業有限責

任組合　　　　　　　　   6.46％

 二田　健　　　　　　　　     6.14％

 ファーマ投資事業組合　　     5.92％

（注）平成21年７月24日開催の取締役会において、平成21年８月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主の普通株式を１株につき3.668株の割合をもって分割する旨決議しており、分割後の発行

済株式総数は11,220株となる予定です。
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２【その他】

平成21年５月１日開催の取締役会において、当期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしました。

　　(1)中間配当金総額　　　　　　　　　　　　 250,320千円

　　(2)１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　 2,800円

　　(3)支払開始日　　　　　　　　　　　　平成21年６月９日

　　(注)平成21年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 平成21年８月６日 

イーピーエス株式会社 

  取締役会　御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　幸三　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂東　正裕　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイーピーエス株式会

社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イーピーエス株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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